
支給額
受講額の２０％で最高１０万円から４
千円まで（４千円未満は対象外）

※１０月１日から４０％から２０％に制度
改正になりました。

支給申請期限
受講終了の翌日から起算して１カ
月以内

※類似制度の支援を受けた場合は支
給できません。

高等技能訓練促進給付金
経済的自立に有効な看護師などの

資格取得を目的に２年以上の修業が
必要な場合、一定期間支給します。
対象（以下を全て満たす母子家庭の母）
・児童扶養手当の支給を受けている
か同様の所得水準にあるかた

・養成機関で２年以上のカリキュラ
ムを修業し、資格の取得が見込ま
れるかた

・就業または育児と修業の両立が困
難と認められるかた

主な対象資格
○１看護師、准看護師○２介護福祉士
○３保育士○４理学療法・作業療法士
○５社会福祉士○６助産師○７保健師○８
歯科衛生士○９栄養士○１０理・美容師

支給額
月１０３，０００円（修業期間の最後の３
分の１で、１２カ月を上限）

受給申請時期
修業する期間の３分の２に相当す
る期間を経過した以降

資格喪失
母子家庭の母でなくなった場合や、
修業を取りやめた場合など。

申・問福祉課（内線４０７）

ご利用ください国の教育ローン
国民生活金融公庫では、高校や大

学、短大や専門学校などへの入学（在
学）に必要な資金を融資します。
融資金額２００万円以内（１人に付き）
返済期間１０年以内
利率年２．５％（９月５日現在）
申・問国民生活金融公庫大館支店

�４２－３４０７

「前納」、「口座振替」がお得です
国民年金保険料には、事前に納付

して割引きを受けられる「前納制度」
があり、期間によって保険料を割り
引いています。また、口座振替する
だけでも、割り引きになります。
申・問鷹巣社会保険事務所

�０１８６－６２－１４９７
市民課年金係（内線２３６）
比内総合支所市民課�５５－１１１４
田代総合支所市民課�５４－３３１２

市立総合病院駐車場が
一部閉鎖されます

改修工事のため、当分の間、東側
救急室奥の駐車場一帯が利用できな
くなります。北側新駐車場が出来る
までの間は、田町球場駐車場を利用
できますので、皆さんのご理解とご
協力をお願いします。
問 市立総合病院総務課�４２－５３７０

渡渡りり鳥鳥へへののエエササややりりをを禁禁止止ししまますす
鳥インフルエンザウイルスは、
もともと、水鳥が持っています
が、宮崎県や岡山県で発生した
鳥インフルエンザは、渡り鳥が
ウイルスを媒介し可能性が高い
と言われています。
ニワトリやウズラ、七面鳥な
どが鳥インフルエンザにかかる
と、非常に高い割合で死に至っ
てしまいます。また、海外では、
鳥インフルエンザの人への感染
例が報告され、やはり高い死亡
率になっています。

これらのことから、市では、市民の皆さんへの感染を未然に防ぎ、比内
地鶏への被害を予防するため、当分の間、渡り鳥へのエサやりを禁止しま
す。皆さんのご理解とご協力をお願いします。
※なお、長木川や米代川、犀川などの白鳥飛来地であっても、エサやりを
禁止します。またウイルスに感染する恐れがあるので、渡り鳥へは絶対
に近付かないでください。
問 農林課（内線２９４）

後後期期のの子子宮宮ががんん検検診診がが始始ままりりまますす
今年度最後の子宮がん検診が始まります。子宮がんは早期に発見される
と治療成績が良いものです。検診時間は短時間で済みます。
健康の確認、早期発見のために、ぜひこの機会に検診を受けましょう。
前期（７月）に受診したかたは受けられません。
対 象 昭和６３年３月３１日以前に生まれた女性
指定医療機関
○１石塚医院 ○２佐藤産婦人科医院 ○３市立総合病院
検診日・受付時間
○１と○２は、１１月５日（月）から１７日（土）までの診療時間内はいつでも受け
付けます。
○３は、１１月６日（火）、７日（水）、１３日（火）、１４日（水）の１３時３０分から１４時
３０分まで受け付けます。
自己負担金

け い ぶ

頚部がん検診………………………１，３００円
け い ぶ た い ぶ

頚部がん検診＋体部がん検診……１，８００円
受診方法
保険証、健康手帳、自己負担金、スカート（または、バスタオル）を持参
して希望の医療機関へ直接おいでください。
問 保健センター�４２－９０５５

年年金金記記録録ななどどのの相相談談をを受受けけ付付けけまますす
鷹巣社会保険事務所では、年金への不安を解消していただくため、出張
相談を実施します。
と き １０月１９日（金）１０時～１７時
ところ 総合福祉センター
内 容 年金記録や納付記録の相談
※基礎年金番号、勤務先の履歴メモなど、関連する書類がありましたらご
持参ください。
※裁定請求相談は、できません。
問 鷹巣社会保険事務所�０１８６－６２－１４９７

�広報大館２００７．１０．１６


